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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期

第２四半期連結
累計期間

第８期
第２四半期連結
会計期間

第７期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
12月31日

売上高（百万円） 7,296 4,020 21,841

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△317 △56 512

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △344 162 353

純資産額（百万円） － 7,350 7,689

総資産額（百万円） － 35,067 34,777

１株当たり純資産額（円） － 99.95 102.27

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（円）
△4.79 2.26 4.91

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 20.50 21.15

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△980 － 1,221

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△615 － △947

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,530 － △448

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） － 1,801 1,845

従業員数（人） － 565 588

　（注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。

２. 第８期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また潜在株式が存在していないため、記載しておりません。第７期及び第８期第２四半期連

結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社でありました無錫中亜毛紡織印染有限公司は、当社の連

結子会社が所有する同社に対する出資持分をすべて譲渡したため持分法適用関連会社ではなくなりました。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 565 (221)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しており

ます。

　

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 47 (20)

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計

期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

衣料事業（百万円） 1,087

インテリア産業資材事業（百万円） 1,156

非繊維事業（百万円） 198

合計（百万円） 2,442

　（注）１．金額は製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円）
受注残高
（百万円）

衣料事業  2,037  347

インテリア産業資材事業　  1,395  4

非繊維事業  588  115

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

衣料事業（百万円） 1,981

インテリア産業資材事業（百万円） 1,417

非繊維事業（百万円） 621

合計（百万円） 4,020

　（注）１. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。

相手先

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額（百万円） 割合（％）

林テレンプ株式会社 461 11.5
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２【事業等のリスク】

 　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　 　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態及び経営成績の分析】

（1）業績の状況　

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界同時不況や円高の影響を受け、企業の設備投資削減や個

人消費の低迷などが進み、景気後退感が一層強まりました。

　このような状況の中、当社グループは、一部の部門で回復の兆しがみられたものの、全体としては厳しい状況が続

きました。

　当第２四半期連結会計期間の売上高は4,020百万円、経常損失は56百万円、四半期純利益は162百万円となりまし

た。 

　事業のセグメント別業績は次のとおりであります。

 

[衣料事業]

　毛糸部門は、ニット糸ではミセスブランドの落ち込みなどから、また、織糸は紳士・婦人物の販売低迷から在庫が

拡大し、大幅な減収となりました。

　ユニフォーム部門は、学校向けではモデルチェンジ校減少や流通段階での在庫調整と消費者の買い控えから減収

となりました。また、ビジネス向けも、経済状況の悪化から企業の採用減で大幅な減収となりました。

　テキスタイル部門は、日本製と中国製の特長を生かした商品展開で、市場のニーズへの対応に努めましたが減収

となりました。

　この結果、衣料事業全体としましては、売上高1,981百万円、営業利益９百万円となりました。

[インテリア産業資材事業]

　カーペット部門は、住宅販売の冷え込みにより需要が低迷し、市場の大幅な縮小とともに減収となりました。展示

会用のニードルパンチカーペットも、経費削減の余波を受け、減収となりました。

　ファイバー部門は、主力の展示会用ニードルパンチカーペットの使用面積縮小や建材用途の低迷から減収となり

ました。

　不織布部門は、土木資材向けは公共投資減少により低迷しました。また自動車内装材向けでは、エコカー減税の効

果を受け、一部車種で販売量を伸ばしましたが、全体としては依然厳しく、自動車メーカーの減産が響き、大幅な減

収となりました。

　　　　この結果、インテリア産業資材事業全体としましては、売上高1,417百万円、営業損失54百万円となりました。

　

[非繊維事業]

　半導体部門は、半導体不況の波が長期化の様相を呈しており、特に落ち込みの大きい設備・機械関連業種との取

引が多いことが響き、大幅な減収となりました。

　ファインケミカル部門は、米景気低迷の影響を受けた顧客からの大幅受注減で、電子材料用途を中心として大幅

な減収となりました。

　不動産部門は、ほぼ計画どおりに推移しました。

　自動車教習部門は、少子化が進む中、カリキュラムの工夫で生徒募集活動に努めた結果、計画通り推移しました。

　　　 　この結果、非繊維事業全体としましては、売上高621百万円、営業利益51百万円となりました。　　
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（2）キャッシュ・フローの状況　

　  当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半期連結会計期

間末に比べ1,037百万円減少し、1,801百万円となりました。 　　　 

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　税金等調整前四半期純利益190百万円を計上しておりますが、主な増加要因としては非資金的支出費用である減

価償却費147百万円、たな卸資産の減少518百万円、主な減少要因としては売上債権の増加729百万円、仕入債務の減

少154百万円等により営業活動による資金は100百万円の支出となりました。

　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　有形固定資産の取得による支出37百万円及び関係会社出資金の払込による支出214百万円等により、投資活動に

よる資金は267百万円の使用となりました。

　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　短期借入金の純減少額241百万円及び長期借入れによる収入297百万円、長期借入金の返済617百万円等により、財

務活動による資金は660百万円の使用となりました。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

（4）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費は12百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 143,000,000

計 143,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成21年８月11日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 72,063,210 72,063,210

東京、大阪の各証券取引

所（以上各市場第一

部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元株式数1,000株

計 72,063,210 72,063,210 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日　
－ 72,063,210 － 3,439 － 1,566
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（５）【大株主の状況】

 平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１１　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3,965 5.50

双日株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　

東京都港区赤坂６丁目１―２０　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2,710 3.76

福岡　祺人 東京都世田谷区　　　　　　　　　　　　　　　　 2,008 2.78

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

東京都千代田区丸の内２丁目７―１　　　　　　

　　　　　　　　　　　　
1,882 2.61

日本証券金融株式会社　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

東京都中央区日本橋茅場町１丁目２―１０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1,181 1.63

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

東京都千代田区丸の内１丁目４―５　

（東京都港区浜松町２丁目１１―３）　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1,141 1.58

浅沼　伴自 神奈川県横浜市 945 1.31

日本生命保険相互会社　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

東京都千代田区丸の内１丁目６―６日本生

命証券管理部内　　　　　　　　　　　　　　　　　
903 1.25

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

東京都港区浜松町２丁目１１―３　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
709 0.98

株式会社滋賀銀行　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　

滋賀県大津市浜町１―３８

（東京都中央区晴海１丁目８―12）
665 0.92

計 － 16,110 22.35

　

（６）【議決権の状況】

　　　　①【発行済株式】 

　

　

平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己株式）　

普通株式　  151,000
－ －

完全議決権株式（その他）  普通株式 71,675,000 71,675 －

単元未満株式  普通株式　  237,210 － －

発行済株式総数 72,063,210 － －

総株主の議決権 － 71,675 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株あります。

なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれております。
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　②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱トーア紡コーポレー

ション

大阪市中央区瓦町

三丁目１番４号
151,000 － 151,000 0.21

計 － 151,000 － 151,000 0.21

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 65 56 56 91 117 83

最低（円） 53 42 43 49 66 70

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,907 1,853

受取手形及び売掛金 3,541 2,892

商品及び製品 2,453 2,601

仕掛品 280 973

原材料及び貯蔵品 1,073 765

その他 169 406

貸倒引当金 △19 △19

流動資産合計 9,408 9,472

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 3,683

※1
 3,788

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 901

※1
 978

土地 18,057 18,063

建設仮勘定 298 140

その他（純額） ※1
 77

※1
 80

有形固定資産合計 23,019 23,050

無形固定資産

無形固定資産合計 222 220

投資その他の資産

投資有価証券 1,568 1,585

その他 961 937

貸倒引当金 △112 △113

投資損失引当金 － △376

投資その他の資産合計 2,417 2,033

固定資産合計 25,658 25,305

資産合計 35,067 34,777
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 931 1,362

短期借入金 8,320 7,129

1年内償還予定の社債 500 360

未払法人税等 22 29

その他 1,080 1,620

流動負債合計 10,855 10,501

固定負債

社債 1,730 1,450

長期借入金 5,422 5,022

繰延税金負債 5,843 5,825

退職給付引当金 1,125 1,142

長期預り敷金保証金 2,551 2,846

その他 190 299

固定負債合計 16,861 16,587

負債合計 27,717 27,088

純資産の部

株主資本

資本金 3,439 3,439

資本剰余金 3,069 3,069

利益剰余金 445 935

自己株式 △15 △15

株主資本合計 6,938 7,429

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 345 354

繰延ヘッジ損益 △131 △317

為替換算調整勘定 34 △111

評価・換算差額等合計 248 △74

少数株主持分 163 334

純資産合計 7,350 7,689

負債純資産合計 35,067 34,777
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 7,296

売上原価 ※2
 6,089

売上総利益 1,207

販売費及び一般管理費 ※1
 1,342

営業損失（△） △135

営業外収益

受取利息 2

受取配当金 15

助成金収入 15

その他 14

営業外収益合計 48

営業外費用

支払利息 176

持分法による投資損失 0

為替差損 5

その他 47

営業外費用合計 230

経常損失（△） △317

特別利益

貸倒引当金戻入額 5

投資有価証券売却益 34

環境対策費用戻入益 12

受取補償金 157

移転補償金 70

特別利益合計 280

特別損失

固定資産廃棄損 1

固定資産売却損 0

たな卸資産評価損 245

関係会社出資金譲渡損 21

減損損失 5

特別損失合計 274

税金等調整前四半期純損失（△） △311

法人税、住民税及び事業税 17

少数株主利益 15

四半期純損失（△） △344
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 4,020

売上原価 ※2
 3,357

売上総利益 662

販売費及び一般管理費 ※1
 655

営業利益 7

営業外収益

受取利息 1

受取配当金 15

助成金収入 13

その他 7

営業外収益合計 38

営業外費用

支払利息 91

持分法による投資損失 △4

為替差損 △1

その他 16

営業外費用合計 102

経常損失（△） △56

特別利益

貸倒引当金戻入額 1

投資有価証券売却益 34

環境対策費用戻入益 12

受取補償金 157

移転補償金 70

特別利益合計 275

特別損失

固定資産廃棄損 1

固定資産売却損 0

関係会社出資金譲渡損 21

減損損失 5

特別損失合計 28

税金等調整前四半期純利益 190

法人税、住民税及び事業税 2

少数株主利益 26

四半期純利益 162
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △311

減価償却費 293

減損損失 5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △21

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1

受取利息及び受取配当金 △18

支払利息 176

固定資産廃棄損 1

固定資産売却損益（△は益） 0

関係会社出資金譲渡損 21

投資有価証券売却損益（△は益） △34

受取補償金 △157

移転補償金 △70

たな卸資産評価損 245

売上債権の増減額（△は増加） △643

たな卸資産の増減額（△は増加） 303

仕入債務の増減額（△は減少） △582

長期預り敷金・保証金の増減額（△は減少） △22

その他 △175

小計 △991

利息及び配当金の受取額 17

利息の支払額 △211

補償金の受取額 157

移転補償金の受取額 70

法人税等の支払額 △23

法人税等の還付額 0

営業活動によるキャッシュ・フロー △980

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △98

投資有価証券の取得による支出 △4

投資有価証券の売却による収入 59

関係会社出資金の払込による支出 △306

有形固定資産の取得による支出 △194

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 △71

その他 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △615
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（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 653

長期借入れによる収入 2,503

長期借入金の返済による支出 △1,570

社債の発行による収入 585

社債の償還による支出 △180

建設協力金の返還による支出 △272

割賦債務の返済による支出 △46

配当金の支払額 △140

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,530

現金及び現金同等物に係る換算差額 21

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △43

現金及び現金同等物の期首残高 1,845

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,801
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

１．持分法の適用に関する事

項の変更

（1）持分法適用関連会社　

① 持分法適用関連会社の変更

　武漢光谷微電子股?有限公司は、合弁会社設立により第１四半期連結会計期間から

持分法適用の範囲に含めております。　

　また、当第２四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社でありました無錫

中亜毛紡織印染有限公司は、当社の連結子会社が所有する同社に対する出資持分を

すべて譲渡したため持分法適用関連会社ではなくなりましたので、当第２四半期連

結会計期間より持分法適用の範囲から除外しております。

② 変更後の持分法適用関連会社の数　

　 ６社

２．会計処理基準に関する事

項の変更　

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更　

　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による

原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号  平成18年７月５日公表分）が適用されたこ

とに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

　この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当第２四半期連結累計期間の営

業損失、経常損失はそれぞれ56百万円増加、税金等調整前四半期純損失は301百万円

増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。　　

 （2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用　

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結

決算上必要な修正を行っております。

　この変更に伴い、当第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える影響は

軽微であります。　
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

 　　　なお、セグメント情報に与える影響　は、当該箇所に記載しております。

（3）リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計

基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16

号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から

適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれら

の会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法に

ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

　なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。これによる当第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。
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【簡便な会計処理】

 
 
 

当第２四半期連結累計期間 
（自　平成21年１月１日 
 至　平成21年６月30日）

一般債権の貸倒見積高の算定方法 　一般債権の貸倒見積高の算定方法については、当第２四半期連結会計期間末の貸

倒実績率等が、前連結会計年度末に算定した値と著しい変化がないと認められる

ため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しておりま

す。

棚卸資産の評価方法　 たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。　

固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。　

法人税等並びに繰延税金資産及び

繰延税金負債の算定方法　

　法人税等の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目を重要

なものに限定する方法によっております。

　また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前

連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利

用する方法により算定しております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

 

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び一部の連結子会社は、耐用年数省令の改正を契機に、資産の利用状況を見直した結果、一部の機械装置につい

て、第１四半期連結会計期間から、耐用年数を主として10年から７年に短縮しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四

半期純損失はそれぞれ５百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

（たな卸資産の区分表示の変更）

　当社、東亜紡織㈱（大阪市）及びトーア紡マテリアル㈱は第１四半期連結会計期間から基幹システムを変更しており、

これを契機にたな卸資産の区分を見直した結果、従来中間生産品の一部と未使用の買入品は「仕掛品」として表示して

いましたが、より実態に則した区分にするため、中間製品の一部は新たに「半製品」勘定を設け、「商品及び製品」に表

示することにしました。また、未使用の買入品は「原材料及び貯蔵品」として表示することにしました。 

　なお、前連結会計年度末に仕掛品に含まれる中間製品の金額は167百万円であり、原材料の金額は、378百万円でありま

す。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、13,735百万円であ

ります。　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、13,432百万円であ

ります。　

２　　　　　　　　　――――― ２　受取手形割引高 1,621百万円

　

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与・雑給 380百万円

運賃・保管料 167 

賞与　 47 

退職給付費用 15 

貸倒引当金繰入額 3 

見本費 105 

※２．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 105百万円

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与・雑給 189百万円

運賃・保管料 90 

賞与 22 

退職給付費用 5 

貸倒引当金繰入額 1 

見本費 54 

※２．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 51百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 1,907

預入期間が３か月を超える定期預金 △106

現金及び現金同等物 1,801

２．重要な非資金取引の内容

「投資その他の資産」の「その他」に含まれる関係会社出資金には、第１四半期連結会計期間に完了した関係会社

である武漢光谷微電子股?有限公司の出資払込により仮払金から振替処理したもの250百万円が含まれております。

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　72,063千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　 　　151千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

  配当金支払額　

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年３月27日

定時株主総会
普通株式 143 2.00 平成20年12月31日 平成21年３月30日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
衣料事業
（百万円）

インテリア
産業資材事
業(百万円)

非繊維事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社(百万円)

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 1,981 1,417 621 4,020 － 4,020

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 1 69 70 (△70) －

計 1,981 1,418 690 4,090 (△70) 4,020

営業利益（△損失） 9 △54 51 7 △0 7

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）

 
衣料事業
（百万円）

インテリア
産業資材事
業(百万円)

非繊維事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社(百万円)

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 3,331 2,646 1,318 7,296 － 7,296

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 3 138 141 (△141) －

計 3,331 2,649 1,456 7,437 (△141) 7,296

営業利益（△損失） △72 △204 141 △135 － △135

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な内容

①衣料事業　：毛織物・毛糸及び二次製品の製造・販売

②インテリア産業資材事業：カーペット・毛布・不織布等、繊維製品の製造・販売

③非繊維事業：半導体の検査・加工、化成品の製造・販売、自動車教習、ショッピングセンター及びビル賃貸

事業、ゴルフ練習場の運営等

３．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（1）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間の営業損失が

「衣料事業」で38百万円増加、「インテリア産業資材事業」で17百万円増加しております。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取り扱い）

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（2）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴い、当第２四半期連結累計期間のセグメント情

報に与える影響は軽微であります。

４．追加情報

「追加情報」に記載のとおり、当社及び一部の連結子会社は、耐用年数省令の改正を契機に、資産の利用状況

を見直した結果、一部の機械装置について、第１四半期連結会計期間から、耐用年数を主として10年から７年

に短縮しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間の営業損失が「衣料事業」で

０百万円、「インテリア産業資材事業」で５百万円それぞれ増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）

　全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）　

　連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末に係るデリバティブ取引については、全てヘッジ会計が適用されているため記載を

省略しております。

 

（ストック・オプション等関係）

 当第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）　　

 　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 99円95　銭 １株当たり純資産額 102円27銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△4円79　銭

１株当たり四半期純利益金額 2円26　銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益（△損失）金額の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益（△損失）金額         

四半期純利益（△損失）（百万円） △344 162

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益　　　　　　　　（△損失）

（百万円）
△344 162

期中平均株式数（千株） 71,912 71,911
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（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　当第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）　　

　リース取引については、第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」を早期適用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりますが、前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められな

いため、記載しておりません。

 

２【その他】

 　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社トーア紡コーポレーション(E00556)

四半期報告書

27/28



 独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書 

平成２１年８月１０日

株式会社トーア紡コーポレーション

取 締 役 会　御 中

京　都　監　査　法　人

 
指 定  社 員
業務執行社員

 公認会計士 加 　地　　　  敬　 印

 
指 定  社 員
業務執行社員

 公認会計士 高　 井　 晶 　治 　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーア紡

コーポレーションの平成２１年１月１日から平成２１年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平

成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年１月１日から平成２１年６

月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トーア紡コーポレーション及び連結子会社の平成２１年６月３

０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２

四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

　

追記情報

  四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社は第１

四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成１８年７月５日公表分）を適

用して四半期連結財務諸表を作成している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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